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NY マーケットレポート（2018 年 4 月 11 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

NY 市場では、トランプ米大統領がシリア攻撃を示唆し、ロシアに対して警告したとの報道を受けて、シリアに対する軍事攻撃

への懸念が広がったことから、投資家のリスク回避の動きが強まり、相対的に安全な通貨とされる円を買ってドルを売る動きが

優勢となった。ただ、FOMC 議事録がタカ派的と受け止められたことから、ドルは主要通貨に対して堅調な動きとなる場面もあ

ったが、米主要株価が軟調な動きとなったこともあり、ドル円・クロス円は上値の重い動きが続いた。 

 

 

主要な米経済指標結果 

3 月米消費者物価指数（前月比） -0.1％（予想 0.0％・前回 0.2％） 

3 月米消費者物価指数[コア]  0.2％（予想 0.2％・前回 0.2％） 

3 月米消費者物価指数（前年比） 2.4％（予想 2.4％・前回 2.2％） 

3 月米消費者物価指数[コア]  2.1％（予想 2.1％・前回 1.8％） 

 

3 月の米消費者物価指数は、前月比-0.1％と昨年 5月以来、10ヵ月ぶりのマイナスとなった。ガソリンなどのエネルギー価格の

下落が影響した。前年比では+2.4％だった。品目別では、エネルギー価格が-2.8％、食品は+0.1％、サービスが+0.2％となった。

そして、変動が激しいエネルギーと食品を除いたコア指数は+0.2％、前年比では+2.1％となった。 

 

 
出所：Bloomberg 

 
出所：Bloomberg 
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米ＦＯＭＣ議事録 

 

・今後数年に金利の適切な軌道が従来予想より若干傾斜を強める可能性が高いと、幾人かの参加者が示唆した 

・今後数年、財政政策が成長を大きく促進へ 

・貿易戦争は下振れリスクと当局者の大多数が判断 

・見通しは利上げ加速を正当化と多くの当局者が判断 

・インフレ率が中期的に 2％に回帰するとの自信が深まっている 

・鉄鋼・アルミ関税、単独では成長への大きな影響なし 

・大多数は、他国による報復的な貿易措置は下振れリスクとの見解を示した。 

・見通しが改善している中でも、貿易戦争となった場合は経済に悪影響を及ぼす 

・経済が過熱した場合は顕著なインフレ圧力ないし金融不安をもたらし得る 

 

 

リスク回避の動きから、米主要株価は反落 

 

米株式市場は、トランプ米大統領がシリアへのミサイル攻撃を含めた対応を検討する構えを見せたことから、リスク回避の動き

が強まり、主要株価は売りが優勢となった。ダウ平均株価は、序盤から軟調な動きとなり、終盤には一時前日比 257 ドル安まで

下落する動きも見られ、結局 218 ドル安で終了した。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILM が作成 
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リスク回避が意識され、ドル円・クロス円は上値の重い動き 

 

NY 市場では、トランプ米大統領がツイッターでシリア攻撃を示唆し、ロシアに対して警告したとの報道を受けて、米国のシリ

アに対する軍事攻撃への懸念が広がったことから、投資家のリスク回避の動きが強まり、相対的に安全な通貨とされる円を買う

動きが優勢となった。ただ、FOMC 議事録がタカ派的と受け止められたことから、ドルは主要通貨に対して堅調な動きとなる場

面もあった。ただ、シリア問題の緊張や、米主要株価が軟調な動きとなったことも影響し、ドル円・クロス円は上値の重い動き

が続いた。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


